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参照条文 

 

○改正後の障害者雇用促進法 

 

第 2 章の 2 障害者に対する差別の禁止等 

（障害者に対する差別の禁止） 

第 34 条 事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者に対して、障害者でない者と

均等な機会を与えなければならない。 

 

第 35 条 事業主は、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他の待遇につ

いて、労働者が障害者であることを理由として、障害者でない者と不当な差別的取扱いを

してはならない。 

 

（障害者に対する差別の禁止に関する指針） 

第 36 条 厚生労働大臣は、前 2 条の規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するた

めに必要な指針（次項において「差別の禁止に関する指針」という。）を定めるものとす

る。 

２ 第 7条第 3項及び第 4項の規定は、差別の禁止に関する指針の策定及び変更について準

用する。この場合において、同条第 3項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」と

あるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

 

（雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会の確保等を図るための措

置） 

第 36 条の 2 事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者と障害者でない者との均

等な機会の確保の支障となつている事情を改善するため、労働者の募集及び採用に当たり

障害者からの申出により当該障害者の障害の特性に配慮した必要な措置を講じなければ

ならない。ただし、事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなるときは、この限りでな

い。 

 

第 36 条の 3 事業主は、障害者である労働者について、障害者でない労働者との均等な待

遇の確保又は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となつている事情を

改善するため、その雇用する障害者である労働者の障害の特性に配慮した職務の円滑な遂

行に必要な施設の整備、援助を行う者の配置その他の必要な措置を講じなければならない。

ただし、事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなるときは、この限りでない。 

 

第 36 条の 4 事業主は、前 2 条に規定する措置を講ずるに当たつては、障害者の意向を十

分に尊重しなければならない。 
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２ 事業主は、前条に規定する措置に関し、その雇用する障害者である労働者からの相談に

応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 

（雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会の確保等に関する指針） 

第 36 条の 5 厚生労働大臣は、前 3 条の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、そ

の適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（次項において「均等な機会の確保等に関

する指針」という。）を定めるものとする。 

２ 第 7条第 3項及び第 4項の規定は、均等な機会の確保等に関する指針の策定及び変更に

ついて準用する。この場合において、同条第 3項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求

める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

 

（助言、指導及び勧告） 

第 36 条の 6 厚生労働大臣は、第 34 条、第 35 条及び第 36 条の 2 から第 36 条の 4 までの

規定の施行に関し必要があると認めるときは、事業主に対して、助言、指導又は勧告をす

ることができる。 

 

第 3 章の 2 紛争の解決 

第 1節 紛争の解決の援助 

（苦情の自主的解決） 

第 74 条の 4 事業主は、第 35 条及び第 36 条の 3 に定める事項に関し、障害者である労働

者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機関（事業主を代表する者及び当該事業所の

労働者を代表する者を構成員とする当該事業所の労働者の苦情を処理するための機関を

いう。）に対し当該苦情の処理を委ねる等その自主的な解決を図るように努めなければな

らない。 


